
種別
③
③
①

空港実務研修 空港内でのグランドハンドリング現場業務を体験する。 （株）JALグランドサービス札幌

空港実務研修 空港内でのグランドハンドリング現場業務を体験する。 ANA新千歳空港（株）

（２）実習・演習等における企業等との連携内容

空港（現場）での実習を通し、グランドハンドリング業務を体験し、知識を習得する。

（３）具体的な連携の例
科　目　名 科　目　概　要 連　携　企　業　等

２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針

企業との連携を深め、学生に職業への認識を与え、能力を発揮できる人材を育て、航空業界の人材の育成を図る。

（開催日時）
第１回　平成２８年３月２２日　１４：３０～１６：００
第２回　平成２８年９月１３日　１３：００～１５：００

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況
・教育環境、教材、授業の進め方など視察して頂き、意見を聞き授業に反映させている。

　※委員の種別の欄には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載すること。
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

染谷　誠 公益社団法人　日本航空技術協会 2年

平成28年4月1日現在

名　前 所　　　属 任期
苅谷　英博 ＡＮＡ新千歳空港株式会社 2年

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課
程の編成を行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基本
方針
　・企業及び、教育課程編成委員会と連携し、職業への認識を高め、自立した業界人育成を目指す。
　・内定企業現場での実務研修を行なう。

（２）教育課程編成委員会等の位置付け

・教育課程編成委員会は日本航空専門学校と企業関係者等の外部役員から成るものとし、
互いの意見を十分に活かし、より良い教育課程の編成を協力して行うものと位置付ける。
また、教育課程編成に関する意志決定の過程は年２回の委員会で決定される。

（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿

志萱　和孝 株式会社ＪＡＬグランドサービス札幌 2年
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志萱　和孝 株式会社JALグランドサービス札幌 ２年

谷村　隆士 株式会社IHI ２年
奥西　武志 ２年全日本空輸株式会社

染谷　誠 公益社団法人　日本航空技術協会 ２年
刈谷　英博 ANA新千歳空港株式会社 ２年

飯田　恭久
富樫　聰子
飯島　博光

ANA新千歳株式会社
株式会社JALスカイ札幌

２年
２年
２年一般社団法人　白老観光協会

学校関係者評価をもとに、授業の取り組み方や実際の教育環境を教育課程編成委員の方々に視察して頂き改善を行った。

（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿
　　　平成28年9月1日現在

名　前 所　　　属 任期

（１０）社会貢献・地域貢献 社会貢献・地域貢献
（１１）国際交流 国際交流
※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）学校関係者評価結果の活用状況

（７）学生の受入れ募集 学生の受入れ募集
（８）財務 財務
（９）法令等の遵守 法令等の遵守

（４）学修成果 学修成果
（５）学生支援 学生支援
（６）教育環境 教育環境

（１）教育理念・目標 教育理念・目標
（２）学校運営 学校運営
（３）教育活動 教育活動

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表していること。
また、評価を行うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

（１）学校関係者評価の基本方針

・学校が行なった評価が、外部から見ても遜色無く受け入れられるかどうかをしっかりと見極め、
　　自己評価の客観性・透明性を高める。

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目

②指導力の修得・向上のための研修等

　文部科学大臣認定職業実践専門課程に係る研修会に参加し指導力向上を図る。

②指導力の修得・向上のための研修等

　文部科学大臣認定職業実践専門課程に係る研修会に参加し指導力向上を図る。

（３）研修等の計画
①専攻分野における実務に関する研修等

年1回、新千歳空港での、現在行われているグランドハンドリング業務視察及び研修を受ける。（平成28年3月）

３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針

（２）研修等の実績
①専攻分野における実務に関する研修等

グランドハンドリング業務に関する最新の知識、技術の習得、自己研鑽に努めると共に、以後の授業に反映させ学生の
能力・技術の向上を目指す。

年1回、新千歳空港での、現在行われているグランドハンドリング業務視察及び研修を受ける。（平成28年3月　　日実施）



企業等委員

企業等委員

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。
　（例）企業等委員、PTA、卒業生、校長等

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期
（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　）　　　）
http://www.jaa-tech.jp

森本　健 株式会社JALエンジニアリング ２年
内村　喜郎 千歳市青少年市民会議 ２年

http://www.jaa-tech.jp/


http://www.jaa-tech.jp

（１０）国際連携の状況 国際交流
（１１）その他 社会貢献・ボランティア・法令の遵守
※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）情報提供方法

（７）学生納付金・修学支援 学生受け入れ募集
（８）学校の財務 財務
（９）学校評価 自己評価・学校関係者評価

学生支援

（１）学校の概要、目標及び計画 教育理念・目標・人材育成
（２）各学科等の教育 学校運営
（３）教職員 学校運営

５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況
に関する情報を提供していること。」関係

（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針

学校自己評価の実施・公表は実施することが義務づけられ、これに伴うかたちで平成26年度より学校自己評価委員会を立
ち上げ、平成27年度の学校関係者評価を教職員が連携して評価活動を行います。

（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの項目 学校が設定する項目

（４）キャリア教育・実践的職業教育 学生支援
（５）様々な教育活動・教育環境 教育活動・教育環境
（６）学生の生活支援

http://www.jaa-tech.jp/

